
 かんぽ生命の伊牟田でございます。

 本日は、かんぽ生命の「2025年3月期 決算電話会議」にご参加いただ

き、ありがとうございます。

 はじめに、お手元の資料に沿って、決算概要をご説明し、その後、質疑

応答とさせていただきます。

 なお、各指標の増減の理由については、主要なものを述べていますので、

ご留意願います。

 1ページをご覧ください。
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 今回の決算のポイントはご覧のとおりです。

 2025年3月期の修正利益は、運用環境の好転等による順ざやの増加等に

より、前年同期比49.3%増加し、1,457億円となりました。

 2026年3月期の業績予想については、引き続き好調な順ざやを見込んで

おり、修正利益は前期と同程度の1,420億円を予想するとともに、1株当

たり配当について、前期の10円増配から増配幅を拡大した20円増配の

年間124円を予想しております。なお、単年度の総還元性向について

55%程度を目途として株主還元を実施する予定です。

 2025年3月期の個人保険の新契約件数については、前年同期比+26.5%

と増加が継続し、新契約価値は前年同期比+225.7％の679億円となりま

した。

 保有契約件数は、前期末比4.5%減少したものの、新区分においては新

契約件数の増加に伴い、前期末比2.4%減少と、前年同期と比べ緩やか

な減少となっており、引き続き、早期の底打ち反転を目指してまいりま

す。

 EVは、国内株価下落による国内株式の含みの減少などにより、前期末

から0.6％減少し、3兆9,408億円となりました。 各項目については、次

のページ以降でご説明します。

 2ページをご覧ください。



 ここでは、今回から業績の変動要因のうち、当期純利益に影響する主な

項目を記載しています。

 2025年3月期当期純利益は、主として、保有契約の減少および新契約の

増加に伴う短期的な費用（初年度に係る標準責任準備金の積増負担）の

増加の影響等により保険関係損益が減少した一方で、その影響を、ヘッ

ジコストを除く順ざやの増加、投資信託の解約益の増加および臨時損益

の増加が上回った結果、前年同期を上回る1,240億円となりました。

 連結の当期純利益に、新契約の初年度に係る標準責任準備金負担による

影響、および、のれん償却による影響を調整した修正利益は、1,457億

円となりました。

 基礎利益、経常利益の変動要因などの詳細は、3ページの表をご参照く

ださい。

 4ページをご覧ください。
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 ここからは、契約の状況についてご説明します。

 2024年1月に販売を開始しました一時払終身保険の影響等により、個人

保険の新契約件数は、前年同期比26.5%増加し、79.5万件となりました。

 保有契約件数は前年度末から4.5%減少し、1,881.0万件となり、うち新

区分は前年度末から2.4%減少し、1,278.6万件となりました。新区分に

おいては、新契約件数の増加に伴って保有契約件数が前年同期と比べ

緩やかな減少となっており、早期の底打ち反転を目指してまいります。

 5ページをご覧ください。



 個人保険の新契約年換算保険料は、前年同期比49.9%増の1,750億円と

なりました。一方で、第三分野の新契約年換算保険料は、前年同期比

31.1%減少し、71億円となりました。

 第三分野につきましては、お客さまのニーズに沿ったご提案を通じて、

新契約を確保できるよう、取り組んでまいります。

 6ページをご覧ください。
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 個人保険の保有契約年換算保険料は2兆8,558億円となり、前期末から

4.4%減少しました。

 第三分野の保有契約年換算保険料は5,379億円となり、前期末から

4.7％減少しました。

 7ページをご覧ください。
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 資産運用の状況についてご説明します。

 当社の資産運用は、円金利資産と円金利負債のマッチングを図るALMの

観点から、公社債が中心となっています。

 左のグラフは、総資産の内訳および推移をお示ししています。2025年3

月末における総資産の残高は、前年度末から微減し、59.5兆円となりま

した。

 株式・外国債券などの収益追求資産の残高は、前年度末から横ばいの

11.1兆円となりました。占率は総資産比で上昇し18.7％となりました。

 収益追求資産の内訳の詳細については右のグラフをご参照ください。

 8ページをご覧ください。
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 左のグラフは、平均予定利率、利子利回り、順ざやの推移をお示しして

います。

 平均予定利率は、一時払終身保険の販売や再保険の活用等により、前年

同期比で低下し、1.61%となりました。

 利子利回りは、収益追求資産の収益貢献などにより、前年同期比で上昇

し、1.91%となりました。

 順ざやは、前年同期比507億円増の1,425億円となりました。

 右のグラフの通り、デュレーションは、資産が9.6年、負債が10.9年と

なり、デュレーションギャップは前年度末比でやや縮小しました。

 9ページをご覧ください。
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 有価証券の時価および含み損益の状況をお示ししています。

 金利の上昇に伴い、会計上、時価評価されない満期保有目的の債券は1

兆2,812億円の差損、責任準備金対応債券は7,214億円の差損となりまし

た。一方、時価評価されるその他有価証券につきましては、国内株価の

下落等により主に国内株式の時価が低下したものの、2兆1,616億円の差

益を計上しています。これにより、有価証券の合計では1,589億円の差

益を計上しています。

 なお、2024年10月より、外貨建債券の為替ヘッジを目的として、通貨

スワップ取引を新たに開始しています。通貨スワップから生じる繰延

ヘッジ損益を考慮した、その他有価証券の差益につきましては、ページ

右下の表をご確認ください。

 10ページをご覧ください。
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 事業費等の状況についてご説明します。

 事業費は、前年同期比88億円減の4,314億円となりました。このうち、

4割程度を日本郵便へ支払う委託手数料および郵便貯金簡易生命保険管

理・郵便局ネットワーク支援機構に支払う拠出金が占めています。

 委託手数料は、契約獲得実績に応じて支払う新契約手数料と、保全・支

払業務などに応じて支払う維持・集金手数料で構成されています。

 委託手数料は、前年同期比123億円減の1,114億円となりました。

 拠出金は、前年同期比1億円減の563億円となりました。

 11ページをご覧ください。
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 健全性の状況についてご説明します。

 内部留保等の積立状況について、2025年3月末に危険準備金を財源とし

た追加責任準備金の一括積み立て等を実施しております。詳細は注をご

参照ください。

 これらの結果、危険準備金1兆2,191億円、価格変動準備金8,299億円を

積み立てています。将来の逆ざやなどを補う目的で積み立てている追加

責任準備金は、5兆730億円となっています。

 連結ソルベンシー・マージン比率は903.2%と、引き続き高い健全性を

維持しています。

 12ページをご覧ください。



 EVの状況についてご説明します。

 当期末のEVは3兆9,408億円となり、前期末から241億円減少しました。

 修正純資産は、純利益による増加などにより、前期末比254億円増の2

兆63億円となりました。

 保有契約価値は、国内株価下落による国内株式の含み益の減少などによ

り、前期末比496億円減の1兆9,345億円となりました。

 当期の新契約価値は、2024年6月末の経済前提を用いて算出しています。

 新契約価値は、金利が上昇したことおよび新契約の増加により、前年同

期比470億円増の679億円となりました。また、新契約マージンは3.4%

となりました。

 なお、EVの変動要因について、次のページでご説明いたします。

 13ページをご覧ください。

12



13

 ここでは、EVの変動要因をお示ししています。

 前期末からの主な変動は、新契約価値679億円増加、超過収益分の期待

収益2,015億円増加、経済前提と実績の差異3,295億円減少となりました。

 経済前提と実績の差異による減少の主な要因は、国内株式の時価変動の

影響、国内金利変動の影響などとなっています。当期のEV成長率であ

るRoEVは9.8%となりました。RoEVは経済前提と実績の差異を除いた

EVの変動により算出しており、また、分母となる調整後EVから大和ア

セットマネジメント株式会社への出資に係るのれんを控除して算出して

います。

 14ページをご覧ください。



 2026年3月期の業績予想は、ご覧のとおりです。

 変動要因について、次のページでご説明いたします。

 15ページをご覧ください。
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 ここでは、2026年3月期の業績予想の変動要因についてご説明します。

 2026年3月期においては、2025年3月期と比較して、投資信託の解約益

が減少するものの、新契約の初年度に係る標準責任準備金負担が減少す

ること、および順ざやの増加などにより、当期純利益は125億円増加し、

1,360億円となる見込みです。

 責任準備金およびのれん償却額に係る調整後の修正利益は、1,420億円

程度を見込んでおります。

 16ページをご覧ください。



 最後に、株主還元についてご説明します。

 中期経営計画期間における株主還元方針につきまして、これまでにお示

しした方針から変更はございません。

 なお、2025年3月期より、「修正利益」を導入し、当該利益を原資とし

た安定的な株主還元を行います。

 2025年3月期の配当については、当初予想通り1株当たり104円といたし

ます。

 また、2026年3月期の配当予想については、1株当たり124円といたしま

す。

 更に、2026年3月期においては修正利益に対する単年度の総還元性向に

ついて55%程度を目処として株主還元を実施する予定です。

 今後も、当社は、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つと

して位置づけるとともに、経営の健全性を確保しつつ、安定的な株主へ

の利益還元を行ってまいります。

 決算のご説明は以上となります。
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